
UPZ圏内における防護措置の考え方

※ 空間放射線量率が毎時500μSv以上となる区域が特定
された場合は当該区域の住民を速やかに避難させる。

屋内退避

UPZ圏内の防護措置の基本的な流れ

放射性物質の放出

１週間以内に
一時移転

緊急時
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

毎時20μSv以上
と特定された区域
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全面緊急事態

 全面緊急事態となった場合、放射性物質の放出前の段階においては、予防的防護措置として、PAZ
圏内における住民の即時避難開始とともに、UPZ圏内においては住民の屋内退避を開始する。

 放射性物質の放出に至った場合、放射性ﾌﾟﾙｰﾑが通過している間に屋外で行動するとかえって被ば
くのﾘｽｸが増加するおそれがあるため、屋内退避を継続する。

 その後、原子力災害対策本部が、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果に基づき、空間放射線量率が毎時20μSv
以上となる区域を1日以内に特定。当該区域の住民は原子力災害対策本部の指示により概ね１週
間以内に一時移転を実施する。

PAZ

UPZ
PAZ圏内は
即時避難

UPZ圏内は
屋内退避



UPZ圏内住民の一時移転等

 一時移転等実施の際は、国の原子力災害対策本部、島根県、鳥取県、各関係市町が、住民の安全と
円滑な実施のため、実施に係る実務（避難先の準備、避難経路の確認、輸送手段の確保、ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ
の実施体制、地域毎の一時移転等開始時期など）の調整を行った上で、一時移転等を開始。

 UPZ圏内関係市町が作成した避難計画に基づき、住民の一時移転等を行う。

 なお、予定していた避難先の空間放射線量率が比較的高い場合や、何らかの理由で使用出来ない場
合には、島根県、鳥取県は各関係市町と調整して、他の避難先を調整。

出雲市

安来市

岡山県13市町

い かた ちょう

松江市
ま つ え し

島根県11市町
しま ねけ んし

や す ぎ し

境港市
さ か い み な と し

岩美町
いわ み ちょう

おか やま けん

広島県12市町

い ず も し

出雲市内(30km圏外)
いず も し ない

雲南市
う ん な ん し 竹原市・三原市

たけ はら し み はら し

三次市・東広島市
み よし し ひがし ひろ しま し

世羅町
せ ら ちょう

広島県5市町
ひろ しま けん

岡山県14市町村
おか やま けん

米子市

鳥取市・倉吉市
よ な ご し

とっ とり し くら よし し

北栄町・琴浦町
ほく えい ちょう こと うら ちょう

湯梨浜町・三朝町
ゆ り はま ちょう み ささ ちょう

鳥取市
とっ とり し

八頭町
や ず ちょう

ひろ しま けん



一時移転等に備えた関係者の対応
 警戒事態で、島根県、鳥取県、全ての各関係市町は、災害対策本部を設置。
 関係市町は、職員配置表に基づき、対象となる各地区に職員を配置。
 島根県、鳥取県内のﾊﾞｽ会社は、各県又は各関係市町の要請に備えて、ﾊﾞｽの派遣準備を開始。

米子市災害対策本部

よなごし

安来市災害対策本部
やすぎし

松江市災害対策本部
まつえし

雲南市災害対策本部
うんなんし

出雲市災害対策本部
いずもし

境港市災害対策本部
さかいみなとしオフサイトセンター

島根県原子力防災センター



UPZ圏内の医療機関・社会福祉施設の避難先（5～10km）

 島根県では、島根原発から半径5～10km圏にある医療機関、社会福祉施設（111施設463人）につい
て、PAZ圏内と同様、施設ごとの避難計画を作成し、避難先を確保。

 何らかの事情で、予め選定した避難先施設が使用できない場合には、島根県が受入先を調整。

5～10km圏内施設と避難先

避 難 元 施 設 避 難 先 施 設

番号 施設種別 入所定員 施設種別 所在地（施設数） 受入可能人数（人）

1 医療機関（病院・有床診療所）
（？）

？

2 有料老人ﾎｰﾑ（4） １１６

3 障害福祉サービス事業所（15） ３７２

4 特別養護老人ﾎｰﾑ（6） ２９９

5 介護老人保健施設（1） １００

6 障害児通信支援施設（9） １００

7 認知症対応型共同生活介護（12） １８６

8 通所介護施設（20） ４０９

9 障害者支援施設（3） １３０

10 認知症対応型通所介護（7） 7３
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UPZ圏内の医療機関・社会福祉施設の避難先（5～10km）2/2

5～10km圏内施設と避難先

避 難 元 施 設 避 難 先 施 設

番号 施設種別 入所定員 施設種別 所在地（施設数） 受入可能人数（人）

11 小規模多機能型居宅介護（5） １２５

12 軽費老人ホーム（ケアハウス）（1） ５０

13 障がい者ケアホーム（2） １１

14 特定施設（1） 61

15 障害者ケアホーム・クループホー
ム（17）

９９

16 障害者グループホーム（4） ３４

17 母子生活支援施設（1） ２０

18 地域密着型介護老人福祉施設入
所者生活介護（1）

２０

19 乳児院（1） ３０

20 介護老人保健施設（1） ５０

合 計（111） 2,285 合 計 施設
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UPZ圏内の医療機関・社会福祉施設の避難先（10～30km）

 国の原子力災害対策本部から、一時移転等の指示が出た地域で10～30km圏にある医療機関、社
会福祉施設（227施設9,703人）については、島根県、鳥取県の調整により、避難先を確保。

受入候補施設数
受入候補施設

入所定員

10～30km圏内 30km圏外
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不明

不明

施設区分 施設数 入所定員

島
根
県

医療機関（病院・有床診
療所）

？

社会福祉施設 447 11,640

鳥
取
県

医療機関（病院・有床診
療所）

？

社会福祉施設 146 1,877

合計

受入先調整
（島根県・鳥取県
災害対策本部）



医療機関・社会福祉施設の受入先確保のための調整ｽｷｰﾑ

 一時移転等の防護措置が必要になった場合、県及び重点市町村は、医療機関、社会福祉施設の受入候
補先を選定するとともに、受入に関する調整を実施。
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OILに基づく
防護措置範囲の決定

医療機関、社会福祉施設等
の受入候補先選定

医療機関、社会福祉施設の受入先・移動手段の確保

一時移転等実施指示（対象となる住民、関係機関への連絡）

県災害対策本部が行う
医療機関、社会福祉施設

の受入先・移動手段確保の
支援医療機関、社会福祉施設等

受入調整

＜原子力災害対策本部／現地対策本部＞＜島根県災害対策本部＞

受入先確保のための調整ｽｷｰﾑ

※県において受入先や移動手段の確保が困難な場合は、原子力災害現地対策本部等で、受入先や移動手段の確保を支援する。

いいかな？

＜鳥取県災害対策本部＞
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